
 

 

 

 

 

Ⅴ 資料 

  

 

 



１　審議会等委員への女性の登用状況 （平成27年3月31日現在）

） ）

） ） ）

） ）

） ） ）

） ）

） ） ）

） ）

） ） ）

（＊） 平成27年3月時点で法律又は政令により設置義務がある審議会のうち内閣府が把握したもの

２　県議会における女性議員の割合 （平成26年12月31日現在）

３　女性公務員の採用・登用状況

　（１）管理職の在職状況 （平成27年4月1日現在）

  

(C) (D)

計

計

　（２）女性公務員の採用状況

うち女性数　　（人）

全体 554 193

うち　上級 342 101

13

28

17

4

うち一般行政職 168 59

1 16

総　　数　　（人）

うち　上級 130 43 33.1

35.1

34.8

29.5

0 1

（人） （人）

（Ａ） (B) = (C+D+E) (B/A) (E)

うち女性管理
職数　　（人）

女性比率

220 38 17.3

女性比率　　　（％）

総数 うち女性数（人）　　　 女性比率（％）

63 5

14

うち　上級 132 21 15.9

（平成26年4月1日～27年3月31日）

163 17 10.4 0

うち警察関係

2.6 0 0
再掲

警 察 本 部 155 4

教育委員会

3

うち一般行政職　 308 18 5.8 0 1

4.5

支庁・地
方事務所

438 31 7.1 0

（人）

0 1
本庁

413 15 3.6

うち一般行政職　 314 14

課長ｸﾗｽ

延総委員等数（

管理職総数
女性管理職の内訳

（人）

69 延女性委員等数（ 9

（％）

延女性委員等数（

地方自治法（第180条の
５）に基づく委員会等にお
ける登用状況

委員会等数（ 9

部局長ｸﾗｽ 次長ｸﾗｽ

うち女性委員を含む審議会等数（ 6

55

28.3

13.0女性比率（

7.9%

法律又は政令により地方
公共団体に置かなければ
ならない審議会等におけ
る登用状況（＊）

審議会等数（ 34 32

837

女性比率（

237 女性比率（

うち女性委員を含む審議会等数（

延総委員等数（

37.9女性比率（延総委員等数（ 145 延女性委員等数（

目標の対象である審議会
等における登用状況

本県の政策・方針決定過程への女性の参画状況

13 うち女性委員を含む審議会等数（ 11審議会等数（

うち女性委員を含む審議会等数（ 5056

延総委員等数（

審議会等数（

757

地方自治法（第202条の3）
に基づく審議会等におけ
る登用状況

対象となる審議会等の範囲 法令又は条例により設置された審議会等

目 標 値 平成27年度末まで　35％

延女性委員等数（ 255 33.7
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４　付属機関への女性の参画状況

総数
女性がいる委
員会数

委員数（人） 女性数（人） 割合（％）

部外 3 2 36 17 47.2
〔41.1〕

総務部 6 5 42 17 40.5
〔38.1〕

企画部 4 4 66 25 37.9
〔32.9〕

生活環境部 6 6 98 30 30.6
〔29.3〕

保健福祉部 15 13 244 78 32.0
〔27.1〕

商工労働部 2 2 32 12 37.5
〔26.7〕

農林水産部 4 3 36 14 38.9
〔36.1〕

土木部 8 8 106 23 21.7
〔20.8〕

教育庁 8 7 97 39 40.2
〔39.8〕

計 56 50 757 255 33.7

〔785〕 〔239〕 〔30.4〕

[　]内は平成21年度末の数値

＊審議会総数には休止状態で委員を任命していないものが６審議会含まれる.

５　委員の選任方法別女性委員の参画状況

計 職務指定 団体推薦 その他

757人 88人 44人 625人

255人 5人 11人 239人

33.7% 5.7% 25.0% 38.2%

女性委員数（Ｂ）

女性割合（Ｂ／Ａ）

（平成27年3月31日現在）

（平成27年3月31日現在）

部局名

   委員数・割合

委員総数（Ａ）

審議会数
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６　付属機関女性委員調 (平成27年3月31日現在)

委員数 女性数 割合

1 快適な社会づくり推進会議 - - - 政策審議室

2 男女共同参画審議会 18 10 55.6% 女性青少年課

3 青少年健全育成審議会 18 7 38.9% 女性青少年課

部外(3) 36 17 47.2%

4 情報公開・個人情報保護審査会 10 4 40.0% 総務課

5 私立学校審議会 12 5 41.7% 総務課

6 公益認定等審議会 5 2 40.0% 総務課

7 公務災害補償等認定委員会 5 2 40.0% 総務事務センター

8 固定資産評価審議会 10 4 40.0% 市町村課

9 市町村合併推進審議会 - - - 市町村課

総務部(6) 42 17 40.5%

10 総合計画審議会 40 16 40.0% 企画課

11 国土利用計画審議会 14 5 35.7% 水・土地計画課

12 土地利用審査会 7 3 42.9% 水・土地計画課

13 地下水利用審査会 5 1 20.0% 水・土地計画課

企画部(4) 66 25 37.9%

14 消費生活審議会 17 9 52.9% 生活文化課

15 環境審議会 21 5 23.8% 環境政策課

16 自然環境保全審議会 15 6 40.0% 環境政策課

17 環境影響評価審査会 12 3 25.0% 環境政策課

18 公害審査会 10 3 30.0% 環境政策課

19 原子力審議会 23 4 17.4% 原子力安全対策課

 生活環境部(6) 98 30 30.6%

20 医療審議会 26 8 30.8% 厚生総務課

21 国民健康保険審査会 9 2 22.2% 厚生総務課

22 後期高齢者医療審査会 9 2 22.2% 厚生総務課

23 県立医療大学運営協議会 10 3 30.0% 厚生総務課

24 社会福祉審議会 28 12 42.9% 福祉指導課

25 准看護師試験委員 12 4 33.3% 医療対策課

26 感染症診査協議会 63 14 22.2% 保健予防課

27 介護保険審査会 12 4 33.3% 長寿福祉課

28 障害者介護給付等不服審査会 10 3 30.0% 障害福祉課

29 障害者施策推進協議会 25 12 48.0% 障害福祉課

30 精神保健福祉審議会 15 6 40.0% 障害福祉課

31 精神医療審査会 15 4 26.7% 障害福祉課

名　　　　称
委員数・割合

主管課
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委員数 女性数 割合

名　　　　称
委員数・割合

主管課

32 地方薬事審議会 10 4 40.0% 薬務課

33 麻薬中毒審査会 - - - 薬務課

34 生活衛生適正化審議会 - - - 生活衛生課

　 保健福祉部(15) 244 78 32.0%

35 商工労働観光審議会 25 9 36.0% 商工労働部企画室

36 大規模小売店舗立地審議会 7 3 42.9% 中小企業課

商工労働部(２) 32 12 37.5%

37 農政審議会 13 5 38.5% 農業政策課

38 農業共済保険審査会 - - - 農業経営課

39 卸売市場審議会 9 3 33.3% 販売流通課

40 森林審議会 14 6 42.9% 林政課

農林水産部(4) 36 14 38.9%

41 建設工事紛争審査会 12 5 41.7% 監理課

42 事業認定審議会 6 2 33.3% 用地課

43 地方港湾審議会 30 3 10.0% 港湾課

44 都市計画審議会 24 1 4.2% 都市計画課

45 景観審議会 13 6 46.2% 都市計画課

46 開発審査会 7 2 28.6% 建築指導課

47 建築審査会 7 2 28.6% 建築指導課

48 建築士審査会 7 2 28.6% 建築指導課

土木部(8) 106 23 21.7%

49 高等学校審議会 - - - 高校教育課

50 図書館協議会 10 4 40.0% 生涯学習課

51 生涯学習審議会 15 7 46.7% 生涯学習課

52 社会教育委員 15 7 46.7% 生涯学習課

53 スポーツ振興審議会 20 7 35.0% 保健体育課

54 文化財保護審議会 13 3 23.1% 文化課

55 ミュージアムパーク自然博物館協議会 13 5 38.5% 文化課

56 美術館協議会 11 6 54.5% 文化課

教育庁(8) 97 39 40.2%

計 757 255 33.7%
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婦人の地位委員会発足 （1946 年） 

1975 年を「国際婦人年」とすることを 

宣言           （1972 年） 

国際婦人年世界会議開催 
（1975 年 メキシコ） 

テーマ“平等・発展・平和” 

「世界行動計画」を採択 

「国連婦人の 10 年」 （1976 年～1985 年） 

「国連婦人の 10 年」中間年世界会議

開催       （1980 年 デンマーク） 

 

「女子に対するあらゆる形態の差別

の撤廃に関する条約」署名式の実施 

「国連婦人の 10 年」最終年世界会議

開催        （1985 年 ケニア） 

 

「西暦 2000 年に向けての婦人の地位

向上のためのナイロビ将来戦略」 

採択 

１平等 

２発展 

３平和 

４特殊な状況の婦人 

５国際及び地域協力 

「婦人の地位向上のためのナイロビ

将来戦略に関する第1回見直しと評価

に伴う勧告及び結論    （1990 年） 

第 4 回世界女性会議開催 
（1995 年 北京） 

「平等・開発・平和への行動」 

「女性の地位向上のためのナイロビ

将来戦略」の検証 

21 世紀に向けての将来戦略 

国連特別総会「女性 2000 年会議」 

開催      （2000 年 ニューヨーク） 

21 世紀に向けての男女平等・開発・ 

平和 

第 49 回国連婦人の地位委員会 

「北京＋10」閣僚級会合 
（2005 年 ニューヨーク） 

第 54 回国連婦人の地位委員会 

「北京＋15」記念会合 
（2010 年 ニューヨーク） 

ジェンダー平等と女性のエンパワー

メ ント のため の国 連機関 （ UN 

Women）発足       （2011 年） 

総理府に「婦人問題企画推進本部」 

設置 

総理府婦人問題担当室の設置 
（1975 年・昭 50） 

「国内行動計画」の策定（1977･昭和 52） 

 

・民法・家事審判法の改正 （昭 55） 

・国籍法の改正 （昭 60） 

・男女雇用機会均等法の制定 （昭 60） 

婦人問題を担当する課として，生活福

祉部に青少年婦人課を設置 
（1978 年・昭 53） 

・「婦人問題対策連絡調整要綱」制定 

・婦人問題懇話会設置 

婦人児童課において婦人問題担当 
（1980 年・昭 55） 

第２次県民福祉基本計画において「婦

人の福祉の向上」として位置付ける。 
（1980 年・昭 55） 

新茨城県民福祉基本計画において「女

性の地位向上と社会参加の促進」とし

て位置付ける。（1986 年・昭 61） 

・民法（離婚復氏制度）改正 （昭 51） 

国際連合 茨城県 日  本 

女性プラン策定に関する提言（婦人問

題推進有識者会議より） （1990 年・平 2） 

・茨城県女性対策推進本部の設置（平 2） 

いばらきローズプラン 21 の策定 
（1991 年・平成 3年 3 月） 

いばらきローズプラン 21 推進委員会

の設置     （1991 年・平成 3年 8 月） 

茨城県長期総合計画に，「男女共同参

画社会の形成」として位置付ける 
（1995 年・平成 7年 3 月） 

いばらきハーモニープランを策定 
（1996 年・平成 8年 2 月） 

いばらきハーモニープラン後期実施

計画策定    （2000 年・平成 12年 3 月） 

茨城県男女共同参画推進条例施行 
（2001 年・平成 13年 4 月） 

茨城県男女共同参画基本計画（新ハー

モニープラン）策定 
（2002 年・平成 14年 3 月） 

茨城県男女共同参画実施計画 

（平成 18 年度～平成 22 年度）策定 
（2006 年・平成 18年 3 月） 

・婦人児童課内に女性対策推進室を 

設置 

・児童福祉課女性青少年室を設置（平 5） 

・女性青少年課を設置（平 6） 

・男と女・ハーモニー週間の設定 

・女性青少年課を福祉部から知事公室

に組織替（平 11） 

・男女共同参画審議会を設置 
（平成 13 年 4 月） 

・男女共同参画推進本部を設置 
（平成 13 年 5 月） 

・男女共同参画苦情・意見処理委員会 

を設置   （2002 年・平成 14年 3 月） 

・女性プラザ男女共同参画支援室設置 
（2005 年・平成 17年 4 月） 

茨城県男女共同参画基本計画（第2次）

いきいき いばらきハーモニープラ

ン（平成 23 年度～平成 27 年度）策定 
（2011 年・平成 23年 3 月） 

「女子差別撤廃条約」署名 
（1980 年・昭 55） 

「女子差別撤廃条約」批准 
（1985 年・昭 60） 

「西暦 2000 年に向けての新国内行動 

計画」策定      （1987 年・昭 62） 

 

・育児休業法の公布（平 3） 

・パートタイム労働法施行（平 5） 

・家庭科の男女必修完全実施（平 6） 

・育児休業法の改正 （平 7） 

第 3 次男女共同参画基本計画決定 
（2010 年・平成 22年 12 月） 

第一次改定    （1991 年・平成 3年 5 月） 

男女共同参画室，男女共同参画審議会，

男女共同参画推進本部設置 
（1994 年・平成 6 年） 

男女共同参画審議会答申 

「男女共同参画ビジョン」 

－21 世紀の新たな価値の創造－ 
（1996 年・平成 8年 7 月） 

男女共同参画 2000 年プラン 

－男女共同参画社会の形成の促進に関

する平成 12 年度（西暦 2000 年）まで

の国内行動計画－を策定 
（1996 年・平成 8年 12 月） 

改正男女雇用機会均等法施行 
（1999 年・平成 11年 4 月） 

男女共同参画社会基本法の公布・施行 
（1999 年・平成 11年 6 月） 

男女共同参画基本計画決定 
（2000 年・平成 12年 12 月） 

新たに内閣府に「男女共同参画局」 

及び「男女共同参画会議」を設置 
（2001 年・平成 13 年） 

 
男女共同参画基本計画(第 2次)決定 

（2005 年・平成 17年 12 月） 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」及び「仕事と生活の

調和推進のための行動指針」を策定 
（2005 年・平成 17年 12 月） 

「女性の職業生活における活躍推進に

関する法律」施行 
（2015 年・平成 27年 9 月） 

第 4次男女共同参画基本計画決定 
（2015 年・平成 27年 12 月） 

 男女共同参画に関する国内外の動き 
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茨城県男女共同参画推進条例

目次
前文

第１章 総則（第１条－第７条）
第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策（第８条－第１８条）
第３章 性別による権利侵害の禁止（第１９条）
付則

人はすべて法の下において平等であり，これまで男女平等の実現に向けた様々な取組が行わ
れてきたが，今なお，十分に実現されるに至っていない。

今後，少子高齢化の進展や経済活動の成熟化，情報通信技術の高度化など社会経済情勢の急
速な変化に的確に対応し，県民ひとりひとりがものの豊かさと心の豊かさをあわせ持つ新しい
豊かさを実感することができる茨城を目指すためには，男女が，社会のあらゆる分野において，
互いの違いを認め合い，互いに人権を尊重しながら，それぞれの個性と能力を十分に生かし，

共に責任を担うことができる男女共同参画社会を早急に実現することが重要である。
ここに，男女共同参画社会を実現することを目指して，男女共同参画の推進についての基本

理念を明らかにし，県，県民，事業者等が連携し，一体となって男女共同参画の推進に取り組
むことを決意し，この条例を制定する。

第１章 総則

（目的）
第１条 この条例は，男女共同参画の推進についての基本理念を定め，県，県民及び事業者の

責務を明らかにするとともに，男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定める

ことにより，男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。
（定義）

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
(1) 男女共同参画 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され，かつ，共に責任を担うことをいう。

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内
において，男女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。

（基本理念）
第３条 男女共同参画は，男女の個人としての尊厳が重んぜられること，男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他
の男女の人権が尊重されることを旨として，推進されなければならない。

２ 男女共同参画は，社会における制度又は慣行が男女の社会における活動に対して及ぼす影
響にできる限り配慮し，男女が性別による固定的な役割分担にとらわれることなく多様な生
き方を選択することができることを旨として，推進されなければならない。

３ 男女共同参画は，男女が，社会の対等な構成員として，県における政策又は民間の団体に
おける方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として，推進され

なければならない。
４ 男女共同参画は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，家

族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし，
かつ，当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として，推進されなけれ
ばならない。

５ 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び地域にお
ける国際化の進展にかんがみ，男女共同参画は，国際的協調の下に推進されなければならな
い。
（県の責務）

第４条 県は，前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，男女共同参
画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し，及び実施

する責務を有する。
２ 県は，あらゆる施策を策定し，及び実施するに当たっては，基本理念を尊重するものとす
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る。

３ 県は，男女共同参画の推進に関する施策について，県民，事業者，市町村及び国と相互に
連携して取り組むように努めるものとする。
（県民の責務）

第５条 県民は，職域，学校，地域，家庭その他の社会のあらゆる分野において，基本理念に
のっとり，男女共同参画の推進に努めなければならない。

２ 県民は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に協力

するように努めなければならない。
（事業者の責務）

第６条 事業者は，雇用等の分野において，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に努め
なければならない。

２ 事業者は，基本理念にのっとり，男女が職業生活における活動と家庭生活における活動を

両立できるように就労環境の整備に努めなければならない。
３ 事業者は，基本理念にのっとり，県が行う男女共同参画の推進に関する施策に積極的に協

力するように努めなければならない。
（男女共同参画推進月間）

第７条 男女共同参画の推進について，県民及び事業者の関心と理解を深めるとともに，男女

共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるようにするため，男女共同参画推進月間を
設ける。

２ 男女共同参画推進月間は，毎年１１月とする。

第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策
（基本計画）

第８条 知事は，男女共同参画の推進に関する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため，議
会の承認を経て，男女共同参画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）
を定めなければならない。

２ 基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。
(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推進に関する施策の大綱

(2) 前号に掲げるもののほか，男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施
するために必要な事項

３ 知事は，基本計画を定めるに当たっては，県民及び事業者の意見を反映することができる
ように，必要な措置を講じなければならない。

４ 知事は，基本計画を定めるに当たっては，あらかじめ，茨城県男女共同参画審議会の意見

を聴くほか，市町村の意見を求めなければならない。
５ 知事は，基本計画を定めたときは，これを公表しなければならない。
６ 第１項及び前３項の規定は，基本計画の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）につい

て準用する。
（広報活動）

第９条 県は，男女共同参画に関する県民及び事業者の関心と理解を深めるために必要な広報
活動を行うものとする。
（調査研究等）

第１０条 県は，男女共同参画を推進するため，男女共同参画に関する情報の収集，分析及び
調査研究を行うものとする。
（男女共同参画の推進に関する教育等）

第１１条 県は，男女共同参画の推進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。

（市町村に対する支援等）
第１２条 県は，市町村が行う男女共同参画の推進に関する基本的な計画の策定及び市町村が

実施する男女共同参画の推進に関する施策を支援するため，情報の提供，技術的な助言その

他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。
２ 県は，県が実施する男女共同参画の推進に関する施策について，市町村に対し，協力を求

めることができる。
（県民等に対する支援）

第１３条 県は，県民又は民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動を支援するため，

情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。
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（苦情等の申出及び申出の処理体制の整備）

第１４条 県民及び事業者は，男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる事項について
の苦情その他の意見を知事に申し出ることができる。

２ 知事は，前項の規定による申出を適切かつ迅速に処理するために必要な体制を整備するも
のとする。
（推進体制の整備）

第１５条 県は，男女共同参画の推進を図るために必要な推進体制の整備に努めるものとする。

（付属機関等における積極的改善措置）
第１６条 県は，付属機関（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づく付属機関をいう。）その他これに準ずるものにおける委員の任命又は委嘱に当
たっては，積極的改善措置を講ずるように努めるものとする。
（男女共同参画の状況についての報告等）

第１７条 知事は，男女共同参画の推進に必要があると認めるときは，事業者に対し，男女共
同参画の状況について報告を求めることができる。

２ 知事は，前項の規定により把握した男女共同参画の状況を取りまとめ，公表することがで
きる。

３ 知事は，第１項の規定による報告に基づき，事業者に対し，情報の提供その他の必要な措

置を講ずることができる。
（男女共同参画の状況等の公表）

第１８条 知事は，毎年，男女共同参画の推進に資するため，男女共同参画の状況，県が講じ
た男女共同参画の推進に関する施策等について公表しなければならない。

第３章 性別による権利侵害の禁止

第１９条 何人も，セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により当該言動を受けた個人の
生活環境を害すること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える
ことをいう。）を行ってはならない。

２ 何人も，配偶者等に対し，身体的又は精神的な苦痛を与えるような暴力的行為を行っては
ならない。

付 則
（施行期日）

１ この条例は，平成１３年４月１日から施行する。
（茨城県行政組織条例の一部改正）

２ 茨城県行政組織条例（昭和３８年茨城県条例第４５号）の一部を次のように改正する。
別表 １ 知事の付属機関の表中

「
茨城県青少年健全育成 青少年の健全な育成に関する重要事項及びその総合

審議会 的施策の樹立について必要な事項を調査審議するこ を
と。

」
「

茨城県男女共同参画審 茨城県男女共同参画推進条例（平成 13 年茨城県条例
議会 第１号）に規定する事項その他の男女共同参画に関

し必要と認める事項について調査審議すること
に

茨城県青少年健全育成 青少年の健全な育成に関する重要事項及びその総合
審議会 的施策の樹立について必要な事項を調査審議するこ

と。

」
改める。
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